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１　　厚木基地周辺のコンター内｛Ｗ値７５以上。加重等価継続感覚騒音レベル（ＷＥＣＰＮＬ）の値。ＩＣＡＯ（国際民間航空機構）によって提唱された航空機騒音の評価の単位。コンターは、Ｗ値７５の地点を結んでできた等高線｝においては、本訴の請求の開始期間である平成６年以降も、多くの航空機騒音が確認されており、その騒音の程度は、自治体騒音測定データ等に照らし激甚であると推認される。 　なお、硫黄島訓練施設の官営に伴い、平成６年以降、ＮＬＰ（米空母艦載機の夜間飛行訓練）の一部の実施場所が同施設に移転し、厚木基地におけるＮＬＰの実施日数・訓練回数は、平成１１年までは、大幅に減少されたことが認められる。しかしながら、平成１２年は厚木基地におけるＮＬＰの回数は硫黄島におけるよりも多いし、平成６年以降の厚木基地周辺の騒音自体についてみると、年間の騒音回数は、大きく減少していない。したがって、騒音状況をＮＬＰの有無だけで判断するのは相当ではない。 　以上のような厚木基地周辺の航空機騒音等による侵害行為の態様とその程度、これにより原告らが生活妨害、睡眠妨害、精神的被害を共通に受けていること、被告が行っている防音対策は、これらの被害に対する抜本的な解決になっていないこと、以上のような諸般の事情を総合して考慮した場合、厚木基地の航空機騒音は原告ら周辺住民に受認限度を越える被害をもたらすもので、被告による厚木基地の設置管理には違法があるといわざるを得ない。

２　そして、判示の諸事情を総合して、航空機騒音環境基準における類型Ⅰの地域（専ら住居の用に供される地域）登類型Ⅱの地域（その他の地域であって通常の生活を保全する必要のある地域）とに区分し、前者においてはＷ値７５の値を越える地域に居住する原告らについて、後者においては同様のＷ値８０の値を超える地域に居住する原告らについて、受認限度を超える被害を受けていると判断する。

３　被告は、米軍の空母ミッドウェーが　横須賀港をいわゆる母港とした昭和４９年１月１日以降に転入した者、ＮＬＰが開始された昭和５７年５月以降に転入した者については、①　航空機騒音による被害の発生状況についての認識とその容認があったから、特段の事情がない限り、被告の免責をみとめるべきである、②　仮に、航空機騒音の存在について容認していなかってとしても、上記騒音についての認識を有し、あるいは過失によりこれを認識しないで転居してきた者については、損害賠償額の認定に当たっては相当額の減額をすべきである、等と主張する。 　厚木の存在や航空機騒音の存在をある程度知っていた原告らがあることは認められるが、騒音の発生状況に常態制、定期制がないことに照らせば、原告らが入居する前に、騒音の実態について、正確に把握することは極めて困難であり、また、原告らがコンター内に転入した理由は、仕事や家庭の事情に基づくものであり、少なくとも被害を積極的に容認するような動機は認められない。そうすると、これらの原告らに免責の法理としての危険への接近の理論を適用する前提を欠く。一旦コンター外に転居後に再転入した者や、コンター内で移動した者についても、同様に判断されるべきである。また、これらの事情等に照らすと、これらの原告らに減額の法理としての危険への接近の理論を適用することも相当ではない。

４　原告らのうち、コンター内における居住の立証のない者、被害があることの立証のない者及び、居住地域（類型ⅡＷ値７５）からみて被害が、受忍限度内と判断される者の合計１６名については、その請求は理由がない。 　また、裁判所が要請し、原告らも提出することについて了承したにもかかわらず、特段の事情もないのに所定の陳述書を提出しない原告らについては、同書証を提出した者と比較して、損害賠償額を減額するのが相当であり、３０％を減額する。

５　口頭弁論終結後の将来の請求の判断に当たって考慮すべき事情は将来変動すると予想されるから、同請求は、不適法として却下されるべきである。

６　その結果、当初原告５０７８名、取り下げをした原告を除く残存原告数４９５１名（このうち死亡した原告については、訴訟継承に伴う増減を便宜考慮せず、各１名として計算した数である。）、請求権棄却原告数１６名（上記４前段）、認容額総額は約２７億４６００万円である。　　　 　
